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中間レビュー評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：パプアニューギニア独立国 案件名：メディアを活用した遠隔教育普及・組織強

化プロジェクトフェーズ 2（EQUITV 2） 

分野：教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部基礎教育第一課 協力金額（評価時点）：3 億 2,170 万 3,000 円 
（全予定額：3 億 9,701 万 7,000 円） 

協力期間（R/D）： 
2012 年 4 月～2015 年 12 月 
（3 年 9 カ月間） 

先方関係機関：教育省（DoE） 

日本側協力機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

パプアニューギニア独立国（Independent State of Papua New Guinea。以下「PNG」という。）は

1 万近くの島々からなる島嶼国家であり、教育サービスをいきわたらせることは容易ではない。

特に、遠隔地においては教育施設及び教員の質・量のいずれも不足している。アクセスの面で

みても、基礎教育（予科～第 8 学年）の純就学率は 52.9％〔2007 年、PNG 教育省（Department of 
Education。以下「DoE」という。）〕と大洋州地域の周辺国と比較しても極めて低く、その改善は

大きな課題となっている。また、第 8 学年修了試験の全国平均点がほぼすべての教科で平均点

が 4 割を下回っていることから（2006 年、PNG DoE）、基礎教育の修了が基礎学力の習得につな

がっていないと考えられている。 
このような状況のなか、わが国は遠隔地における教育の質改善のため、遠隔教育を柱とした

協力を進めてきた。特に、「テレビ番組による授業改善プロジェクト（Enhancing Quality in 
Teaching through TV Programs。以下「EQUITV」という。）（2005～2008 年）では、対象 2 州〔東

セピック州、ブーゲンビル自治州（Autonomous Region of Bougainville。以下「ARB」という。）〕

における教育テレビ番組を通した授業改善を目標に、モデル授業を撮影・編集した番組の制作

支援、モデル授業を担う教員の養成及びモデル授業の活用促進に関する啓発活動等を行った。

その結果、対象 2 州だけでなく他の地域でもモデル授業を活用する学校が増加し、これらの学

校では教員の教授法及び生徒の学習の質が改善されつつあることが報告されている。これを踏

まえ、PNG DoE は EQUITV が実施してきた一連の活動を「EQUITV プログラム」として教育政

策に位置づけ、全国展開に向けた取り組みを進めている。 
一方で、EQUITV プログラムの効果的・効率的な全国普及にあたっては、地方教育行政機関

を含む DoE 全体の同プログラム運用・普及に係るマネジメント能力が十分でないことや、学校

現場におけるモデル授業の活用方法にばらつきがあること等、いまだ課題が残る。加えて、PNG 
DoE は今後、EQUITV プログラムの対象とする学年・教科の拡大を進めることから、より戦略

的な計画の策定・実施、及びそのための持続的な制度構築・能力強化が求められている。 
これらの背景を踏まえ、PNG 政府は日本政府に対し、EQUITV プログラムの全国普及プロセ

スに対する包括的な支援につき、EQUITV の後継案件として「メディアを活用した遠隔教育普

及・組織強化プロジェクト フェーズ 2（以下、「EQUITV 2」という。）」を要請した。 
本プロジェクトは、DoE カリキュラム開発・評価局（Curriculum Development and Assessment 
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Division。以下「CDAD」という。）、教員教育局（Teacher Education Division。以下「TED」とい

う。）、標準・ガイダンス局（Standards and Guidance Division。以下「SGD」という。）、政策・計

画・研究局（Policy, Planning, and Research Division。以下「PPRD」という。）、地域教育事務所、

州教育局等をカウンターパート（C/P）とし、EQUITV プログラムの運用・普及に係る行政官の

能力強化、学校現場における EQUITV プログラムの活用支援、教員養成課程への EQUITV プロ

グラムの導入を行うことにより、全国の小学校に EQUITV プログラムを普及するための体制強

化を図り、もって全国の小学校における EQUITV プログラムの活用に寄与するものである。す

なわち、JICA による EQUITV プログラムへの支援の内容は、これまでのコンテンツ作り（番組

制作・教材開発）から、コンテンツ普及（モデル授業を活用したより良い授業の実践方法の普

及）へと移ることとなっている。 
今回実施する中間レビュー調査は、PNG 政府と合同で 2012 年 4 月～2015 年 12 月を協力期間

とする EQUITV 2 活動の実績及び成果を確認・分析するとともに、プロジェクトの残り期間の

課題及び今後の方向性について合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的とする。 
 
１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
全国の小学校で EQUITV プログラムが活用される。 

 
（2）プロジェクト目標 

全国の小学校に EQUITV プログラムを普及する体制が強化される。 
 
（3）成 果 

成果 1：中央、地域・州レベルにおいて、EQUITV プログラムの運用・普及に係る能力が

強化される。 
成果 2：対象州の小学校の授業において、EQUITV プログラムが活用される。 
成果 3：教員養成校において、EQUITV プログラムの活用方法が学生に周知される。 

 
（4）投入（評価時点） 

日本側： 
専門家派遣： 12 名（計 61.5MM） 
研修員受入： 本邦研修 16 名 
機材供与： 1,722 万 4,000 円 
ローカルコスト負担： 6,547 万円（機材供与を含む） 

PNG 側： 
C/P 配置： 66 名 
研修・ワークショップ・モニタリング実施のための施設と機材の提供 
教材作成・編集のための施設と機材の提供 
プロジェクト事務所の提供と維持管理費用負担 
ローカルコスト負担： 9,072 万 5,000 円 
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２．評価調査団の概要 

調査者 団長 高橋 悟 JICA 国際協力専門員（教育） 
教育企画 中条 典彦 JICA 人間開発部 基礎教育第一課 
評価分析 山口 豊 有限会社クランベリー コンサルタント 

調 査 期

間 
2014 年 3 月 16 日〜4 月 5 日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクトの成果 
1）成果 1： 順調な成果の達成が期待される。 

EQUITV プログラムの全国普及計画とすべてのプロジェクト対象州の州普及計画が

2013 年末までに作成された。全国普及計画については、これまで、全国教育幹部会議

（Senior Education Officers Conference。以下「SEOC」という。）で協議されてきた。また

基礎研修用の研修トレーナー用ガイドと教員用ガイドは既に開発され、更に全国現職教

員研修（National In-service Training。「NIST」という。）用研修モジュールが開発された。

州トレーナーの基礎研修の養成研修は、これまで首都特別区（National Capital District。
以下「NCD」という。）及び 5 州で実施されてきた。 

2）成果 2 成果達成のための活動が進行中であるが、一部に遅れがみられた。 
2014 年 2 月までに、304 校が EQUITV プログラムに関する研修を受講した。これはプ

ロジェクト対象州の全小学校全体の 13.7％にあたる。全国普及計画で規定されている

EQUITV 活用の 3 要件〔教材の配付、機材（テレビ・DVD プレーヤー等）の設置、研修

の受講〕を満たしている学校は対象州内の全 2,220 校中、最大でも 100 校（4.5％）であ

ることが確認された一方、その割合は着実に増加していくことが期待されている。また、

EQUITV プログラムの継続的な利用のための費用を確保している学校の割合については

正確なデータが得られていないものの、全 39 校でテレビを購入した NCD を対象にプロ

ジェクトが実施した調査では、39 すべての小学校が継続的な利用のための予算を確保し

ていることが確認されている。 
3）成果 3 順調な成果の達成が期待される。 

これまで二つの教員養成校から 3 名の教官が州トレーナー研修に参加した。2013 年に

対象州にあるボマナとマダンの二つの教員養成校において、EQUITV プログラムが既存

のコースのなかで紹介され、両校から約 500 人の学生が、EQUITV プログラムの知識を

得て卒業した。プロジェクトは 2013 年に 8 校の教員養成校の 21 名の教官及び管理職に

対し全国セミナーを実施し研修モジュールを紹介し、今後更に多数の教員養成校の生徒

が EQUITV プログラムについての研修を受ける見込みである。 
 
（2）プロジェクト目標 

プロジェクトは確かな成果を上げつつ、プロジェクト目標の達成に向かって進展してい

る。全国普及計画及び州普及計画の策定と対象州での研修の実施を通じて、EQUITV プロ

グラムの運営と普及のための能力は徐々に向上している。中間レビュー実施時点までに、



 

iv 

すべてのプロジェクト対象州は州普及計画を策定しており、その半数が州研修を開始して

いる。また CDAD、TED、SGD、PPRD などの代表からなるステアリング委員会は、規定ど

おりこれまで定期的に開催され、プロジェクトの運営を管理している。EQUITV プログラ

ムを活用する学校の割合はプロジェクト開始から増加してきており、今後も更なる改善が

見込まれる。総論として、小学校における EQUITV プログラムの利用を普及させる仕組み

は、全国的に、ゆるやかではあるが着実に強化されているといえる。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 
1）PNG 開発政策との整合性 

プロジェクトは PNG の「国家メディア教育政策（National Education Media Policy。以

下「NEMP」という。）」及び「NEMP 実施戦略計画（2010～2019 年）」と整合性がある。

NEMP では、a）アクセス、b）質の高いカリキュラムとモニタリング、c）質の高い教員

による教育、d）運営・管理、の 4 分野を優先度の高い分野と設定しており、プロジェク

トは NEMP の実施を促進する役割を果たしている。 
「国家教育計画（2005～2014 年）（NEP）」も a）アクセス、b）質の高いカリキュラム

とモニタリング、c）質の高い教員の養成と訓練、を重視しており、また情報通信技術の

利用も強調している。それにはテレビの利用も含まれており、学校での教育やコミュニ

ティの啓発の目的で用いられることが期待されている。 
EQUITV プログラムは、「基礎教育完全普及計画（2010～2019 年）（UBEP）」が重視す

る教育の質の向上に貢献する。教育の質の向上は、UBEP が目的とする五つの成果の一つ

である。EQUITV プログラムは遠隔教育を促進し、基礎教育の現職教員の研修及び教材

の供給の面で、教育の質の向上を図ることが期待される。 
2）日本の援助政策との整合性 

プロジェクトは、日本の対 PNG 国別援助方針に合致している。プロジェクトは同方針

の重点分野である「社会サービスの向上」に属し、初等教育の改善を目的としている。

また「日本の教育協力政策（2011～2015 年）」の重点分野の一つである「すべての人に質

の高い教育を」では五つの重点項目を挙げており、そのなかに「質の高い教育」が含ま

れ、プロジェクトとの整合性がある。 
 
（2）有効性：中程度 

1）プロジェクト目標の達成度 
2012 年に EQUITV の全国普及計画が策定され、その後対象州で策定された州普及計画

に合わせて改訂が行われ更に 2013 年 12 月にプロジェクトの合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee。以下「JCC」という。）で承認された。ステアリング委員会は計

画どおり定期的に開かれている。EQUITV プログラム活用校の割合はプロジェクト開始

時期よりわずかではあるが向上しており、今後も着実な向上が見込まれる。他方で、現

在の全国普及計画は野心的すぎるとも判断され、情勢に応じた見直しが行われ改訂が必

要とみられる。また同時に、更なる達成率改善のための手段の提案も必要となっている。
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2）DVD プレーヤーの利用促進 
DoE 及びプロジェクトは DVD プレーヤーの配付を促進しており、これは EQUITV プ

ログラムの普及を促す。DVD プレーヤーの利用によって、教員は EQUITV 利用授業の準

備を行うことが可能となり、クラスの授業進度に EQUITV プログラムの利用を合わせる

ことが容易になる。また教員は複数のクラスで同時に EQUITV プログラムを用いた授業

を行うことができる。さらに、DVD プレーヤーの使用により、変換機や衛星電波の受信

などの技術的な問題を避けることができる。 
3）EQUITV 教材の配付 

EQUITV の印刷教材の配付が EQUITV プログラムの普及を更に促進するとみられる。

EQUITV 教材の有効性はベースライン調査によっても確認されている。 
4）教員養成校との協力 

2013 年に二つの教員養成校から、EQUITV プログラムについての知識をもった 500 名

以上の生徒が卒業しており、そのほかに八つの教員養成校も EQUITV プログラムについ

ての研修を採用することが予想されるため、EQUITV プログラムについての知識を備え

た教員養成校卒業生の数は更に増加すると見込まれる。 
5）州及びクラスターレベルでの研修 

一部の州及びクラスターレベルで、研修のための資金が不足していることが、プロジ

ェクト目標の達成を妨げる一つの要因となっている。 
 
（3）効率性：中程度 

1）投入・活動の実施と成果 
PNG 側及び日本側双方の投入は全般的に適切になされ、多くの活動が、ほぼ計画どお

りに実施された。このため成果 1 と成果 3 については順調な成果の達成状況が観察され

ている。成果 2 については一部に遅れがみられた。 
2）プロジェクトの実施体制 

プロジェクトのステアリング委員会とマネジメント委員会が機能的に活動しており、

DoE の多くの関係局がプロジェクト活動に参加している。プロジェクト関係者は、八つ

の小委員会を通して情報を共有し、相互に協力しながら活動している。 
3）国立教育メディアセンター（NEMC）の運営 

国立教育メディアセンター（National Education Media Centre。「NEMC」という。）の職

員は、過去のプロジェクトで得た専門的また管理運営上の経験を活用し、プロジェクト

活動を効率的に実施している。NEMC の職員数は少ないが、限られた人数で複数の職務

をこなし、プロジェクト活動を実施している。 
4）州レベルにおける活動のアプローチ 

地方分権化（開発資金及び政策決定権の中央から地方レベルへの移行）や教育無償化

（Tuition Fee Free。以下「TFF」という。）政策などのプロジェクトの外部の状況に対処

するために、EQUITV プログラム普及のためのアプローチに変更が加えられ、また州に

おける研修実施やテレビ購入のばらつきや遅れが生じた。 
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（4）インパクト：更に経過を観察する必要がある 
1）上位目標達成の可能性 

生徒の学力の向上について有効なインパクトがあるとみられる。ベースライン調査に

よれば EQUITV プログラムを利用している小学校の生徒は、そうでない小学校の生徒よ

り学力が高かったことが確認された。このようなインパクトがプロジェクト対象州を越

えて拡大した場合、全国的な生徒の学力向上の可能性につながると考えられる。 
2）全国への波及効果 

プロジェクト対象州ではないものの、シンブー州では EQUITV プログラムの導入に積

極的であり、テレビ 60 台を購入し、州研修実施のための予算を確保し、普及のための態

勢を整えた。このような州政府による自発的で継続的な努力は、全国普及計画が目的と

する EQUITV プログラムの全国的な活用を促進するとみられる。 
 
（5）持続性：更に経過を観察する必要がある 

1）持続性に必要な条件 
現時点でのプロジェクトの進捗状況は楽観を許すものではないが、その持続性は、下

記のような条件が継続的に満たされれば、更に確かなものになるとみられる。 
・平等な教育と学習の質の向上を図るために、DoE が遠隔教育を促進する。 
・DoE が EQUITV プログラムの利用状況の正確なデータを継続的にモニターする。 
・CDAD が NEMC を通して EQUITV プログラムとその教材を更新し改訂する。 
・EQUITV プログラムが、全国で実施されている NIST の毎年の研修内容に取り入れられ

る。 
・EQUITV プログラムが、すべての教員養成校に取り入れられ、新たな独立した科目と

して教えられる。 
・設置されたテレビが、コミュニティと地方政府からの支援を受け、小学校及び学校運

営委員会（Board of Management。以下「BOM」という。）の強いオーナーシップによっ

て維持される。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
・教員養成校への EQUITV プログラム研修導入 

教員養成校への EQUITV プログラム導入はプロジェクト開始当初は紹介程度の簡易な

ものを想定していたが、DoE からの要請によって、カリキュラムへの正式な統合も視野

に入れた本格的な導入研修をめざした活動が開始された。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

・委員会活動を通じての PNG 側のオーナーシップの確保 
プロジェクトは、NEMC の既存の運営委員会や小委員会をプロジェクトに合わせて発

展させて活用し、DoE 内の関係者のオーナーシップと情報共有の度合いを高めながら、

プロジェクト活動の実施に役立てている。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
1）DoE 開発予算の削減 

DoE は、EQUITV プログラムの開発予算を 2013 年は増加させたものの、その前後の 2012
年及び 2014 年には前年より削減している。また DoE 全体の開発予算は 2011 年から減少

傾向にある。 
2）地方政府による開発予算管理 

PNG 政府は、2013 年に、州サービス改善プログラム（Provincial Services Improvement 
Programme。以下「PSIP」という。）郡サービス改善プログラム（District Services Improvement 
Programme。「DSIP」という。）、地方政府サービス改善プログラム（Local Level Government 
Services Improvement Programme。「LLGSIP」という。）を創設し、地方の裁量で教育を含

む開発予算を増加させた。予算の増加にもかかわらず、州政府やその下のレベルの行政

官の能力や人員体制は変わらないため、開発予算を有効に執行できないことが懸念され

ている。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

1）地域教育事務所及び州教育局によるモニタリング 
DoE は、EQUITV の全国的な利用状況について正確な情報収集する手段を有していな

い。これは、PNG 独自の地理的な事情により通信・交通手段の確保が困難であることに

加え、調査のための十分な予算を DoE が準備できておらず、学校の運営状況について正

確な情報を得るシステムが整備されていないためである。 
2）地方分権化による州政府の独立性の強化 

2013 年度には、州政府に設置された Provincial Executive Council が州の行政官を任命・

罷免する権利をもつこととなった。同時に、州の教育局が、中央政府の DoE の管轄下で

はなく、州政府の州教育委員会の管轄下にあることが一層明確となった。 
 
３－５ 結 論 

プロジェクトは、成果とインパクトを生みながら、プロジェクト目標達成に向かって順調に

実施されてきた。全国及び州の普及計画が予定どおり策定されたほか、シンブー州のようにプ

ロジェクト対象州でないにもかかわらず、EQUITV プログラム利用のための活動を自主的に開

始した州もある。ベースライン調査によれば、EQUITV プログラムを利用した小学校の生徒の

学力が、利用していない小学校の生徒より良好であることがいえる。さらに二つの教員養成校

では EQUITV プログラムを既存のコースのなかで導入し、更にシラバスのなかに取り入れる準

備をしている。 
他方で、州・郡・クラスター・学校レベルの一部で、研修実施とテレビの購入に遅れがみら

れる。しかしながら、こうした状況への対応は、EQUITV プログラム利用のための環境を改善

する機会として対処することができるものであり、国・州・郡・クラスターといった各レベル

での、協力、調整、啓発活動が重要となっている。 
 
 



 

viii 

３－６ 提 言 

（1）テレビ番組による授業改善プロジェクト（EQUITV）プログラムの利用拡大  
1）研修の実施 

プロジェクトは、中央及び州政府の協力の下に必要な予算を確保して、プロジェクト

対象州での州研修の実施を促進することが強く望まれる。さらに、郡及びクラスターレ

ベルでの研修が州トレーナー（郡レベルの教育担当官、視学官、選抜された教員）及び

クラスタートレーナーによって実施される必要がある。NIST も有効な研修実施のための

アプローチの一つとして活用する必要がある。 
2）小学校へのテレビと DVD プレーヤーの配備 

テレビと DVD プレーヤーの設置は、学校が EQUITV プログラムの利用を開始するため

に不可欠である。DoE には、その独自予算によってテレビの購入と配付を進めていく一

方で、EQUITV プログラムの利用を支援し維持するために、PSIP、DSIP、LLGSIP の利用

について協議を行うことが期待される。また TFF 政策もまた、小学校が機材を購入し維

持するのに更に有効と思われる。 
3）EQUITV 教材の配付 

小学校で EQUITV プログラムが活用されるためには、教員と生徒が教室で EQUITV 用

教材を利用することが重要である。 
4）DVD 教材（7～8 年生用科学及び数学）の配付 

DVD 教材の利用によって、各学校は EQUITV プログラムを時間や場所や受信状況の制

約を受けずに利用することができることから、州政府のクラスター研修に合わせて研修

参加校に対して DVD 教材をプロジェクトから配付することが求められる。 
 
（2）テレビ番組による授業改善プロジェクト（EQUITV）プログラムの教員養成校への導入 

DoE は、TED を通して、EQUITV プログラムを教員養成校のカリキュラムに正式に導入

することが望ましい。 
 
（3）関係者の意識の向上 

一部の小学校ではテレビと DVD プレーヤーを購入する財政的な余裕がある一方で、多く

の小学校にはその余裕がない。このような現実を踏まえて、プロジェクトは DoE の幹部の

協力を得て、小学校における EQUITV プログラムの利用を可能にする資金を支出する権限

をもつさまざまなレベルの関係者に対する啓発活動を実施すべきである。 
 
（4）教育に関する正確なデータの収集 

正確なデータを確保することは、適切な政策判断の基礎となる。これを可能とするため

に、DoE の教育マネジメント情報システム（Education Management Information System。以下

「EMIS」という。）は、学校での EQUITV プログラムの利用状況に係る最新情報を把握す

るための質問事項を取り入れるべきである。 
 

 




